
編 集 発 行 人
税　理　士

高 井 直 樹
事務所　〒500-8335
岐阜市三歳町4−2−10
TEL  058(253)5411㈹
FAX  058(253)6957

プロジェクト2_0  12/07/19  19:54  ペー  

国　税／�5月分源泉所得税の納付� 6月10日
国　税／�所得税の予定納税額の通知� 6月17日
国　税／�4月決算法人の確定申告

　　　　　　（法人税・消費税等）� 7月1日
国　税／�10月決算法人の中間申告� 7月1日
国　税／�7月、10月、1月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 7月1日
地方税／�個人の道府県民税及び市町村民税の納付

（第1期分）� 市町村の条例で定める日
労　務／�健康保険・厚生年金保険被保険者賞与支払

届� 支払後5日以内
労　務／�児童手当現況届（市町村役場に提出）

� 7月1日

6 2013（平成25年）

既存住宅売買瑕疵保険　中古住宅の検査と保証がセットになった保険制度。購入した
中古住宅に、後日、雨漏り等の欠陥が見つかった場合、保険に加入している住宅であれば、
保険会社（住宅瑕疵担保責任保険法人）から補修費用等の保険金が保険契約者である中
古住宅の売主（売主が倒産等の場合は購入者）に支払われます。
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◆  6 月 の 税 務 と 労 務 6月 （水無月）JUNE
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６月号─2

　

同
一
世
帯
で
、
同
一
医
療
保
険
の

加
入
者
で
あ
る
被
保
険
者
や
被
扶
養

者
が
、
ケ
ガ
や
病
気
に
な
り
、
そ
の

治
療
の
た
め
に
入
院
し
た
場
合
の
医

療
費
は
、
毎
月
月
末
締
め
で
計
算
さ

れ
て
患
者
に
請
求
さ
れ
ま
す
。

　

そ
の
医
療
費
が
一
定
額
を
超
え
た

と
き
は
、
患
者
の
経
済
的
負
担
の
軽

減
を
図
る
目
的
で
高
額
療
養
費
が
支

給
さ
れ
ま
す
。
な
お
、
高
額
療
養
費

に
は
、
年
齢
や
所
得
に
応
じ
た
医
療

費
の
上
限
や
負
担
軽
減
措
置
が
設
け

ら
れ
て
い
ま
す
。

高
額
療
養
費
制
度

　

高
額
療
養
費
と
は
、
同
じ
月
に
、

同
じ
保
険
医
療
機
関
の
窓
口
で
支
払

っ
た
自
己
負
担
額
が
（
資
料
１
）
の

自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
た
場
合
、

ま
た
は
負
担
限
度
額
未
満
で
も
、
同

じ
月
に
合
算
対
象
基
準
額
（
七
〇
歳

未
満
の
人
は
二
万
一
千
円
、
七
〇
歳

以
上
の
高
齢
者
は
金
額
に
制
限
は
な

い
）
以
上
あ
る
も
の
を
同
一
世
帯
で

合
算
し
、
そ
の
額
が
負
担
限
度
額
を

超
え
た
場
合
に
、
そ
の
超
え
た
額
が

高
額
療
養
費
と
し
て
被
保
険
者
に
支

給
さ
れ
る
保
険
給
付
の
一
つ
で
す
。

し
た
が
っ
て
、
自
費
診
療
、
入
院
中

の
食
事
代
や
差
額
ベ
ッ
ド
代
、
水
道

光
熱
費
等
な
ど
保
険
外
診
療
に
つ
い

て
は
、
負
担
額
が
著
し
く
高
額
と
な

っ
て
も
給
付
は
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
同
一
世
帯
で
直
近
の
一
年

間
に
三
回
高
額
療
養
費
が
支
給
さ
れ

る
と
、
四
回
目
か
ら
は
自
己
負
担
額

が
軽
減
さ
れ
る
高
額
療
養
費
多
数
該

当
世
帯
の
負
担
軽
減
措
置
が
あ
り
ま

す
。

　

高
額
療
養
費
の
請
求
手
続
き
等
の

詳
細
に
つ
い
て
は
、
協
会
け
ん
ぽ
等

保
険
者
に
お
問
い
合
わ
せ
下
さ
い
。

現
物
給
付
の
手
続
き

　

入
院
加
療
す
る
場
合
は
、
す
み
や

か
に
、「
健
康
保
険
限
度
額
適
用
認

定
申
請
書
」
を
保
険
者
に
提
出
し
て

現
物
給
付
の
手
続
き
を
す
る
と
よ
い

で
し
ょ
う
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
患
者
は
窓
口
で
の

支
払
い
を
負
担
限
度
額
に
と
ど
め
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
ち
な
み
に
、
新

入
社
員
等
前
年
に
所
得
が
な
い
場
合

は
、
低
所
得
者
と
し
て
給
付
（
自
己

負
担
限
度
額
と
食
事
代
が
軽
減
さ
れ

る
）
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
の

で
、
希
望
者
は
、「
健
康
保
険
限
度

額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
申

請
書
」
を
提
出
し
ま
す
。

　

現
物
給
付
の
手
続
き
を
し
な
い
と
、

い
っ
た
ん
、
病
院
等
の
窓
口
で
医
療

費
の
全
額
を
支
払
い
、
後
日
、
高
額

療
養
費
の
支
給
申
請
を
し
な
け
れ
ば

な
ら
ず
、
さ
ら
に
被
保
険
者
の
預
金

口
座
に
振
り
込
ま
れ
る
ま
で
、
早
く

て
も
三
カ
月
以
上
か
か
り
ま
す
。

転
院
し
た
と
き

　

同
一
月
内
に
転
院
し
た
場
合
、
医

療
費
の
精
算
は
病
院
ご
と
に
な
り
ま

す
の
で
、
い
っ
た
ん
請
求
額
を
各
病

院
に
支
払
い
ま
す
。

　

そ
の
上
で
、
被
扶
養
者
も
含
め
各

病
院
に
支
払
っ
た
同
月
内
の
自
己
負

担
額
が
二
万
一
千
円
以
上
あ
る
も
の

を
す
べ
て
合
算
し
て
、
そ
の
合
算
額

が
負
担
限
度
額
を
超
え
て
い
る
場
合

は
、
保
険
者
に
高
額
療
養
費
の
支
給

申
請
を
し
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、転
院
し
た
月
で
も
、

医
療
費
が
返
還
さ
れ
る
可
能
性
が
あ

り
ま
す
の
で
、
高
額
療
養
費
の
請
求

は
し
た
ほ
う
が
よ
い
で
し
ょ
う
。

入
院
に
際
し
知
っ
て
お
き
た
い
こ
と

　

入
院
す
る
場
合
は
、
急
を
要
す
る

病
気
や
ケ
ガ
で
な
く
、
治
療
期
間
も

短
か
け
れ
ば
、
月
初
に
入
院
し
て
そ

の
月
の
末
日
ま
で
に
退
院
し
た
ほ
う

が
負
担
は
か
な
り
軽
減
さ
れ
ま
す
。

こ
れ
は
、
医
療
費
は
、
毎
月
一
日
か

ら
末
日
ま
で
（
歴
月
）
を
単
位
に
計

算
さ
れ
る
た
め
で
す
。

例
）
Ｋ
さ
ん
（
七
〇
歳
未
満
）
が
手

術
の
た
め
に
二
八
日
間
入
院
し
た

場
合
の
総
医
療
費
を
二
四
五
万
円

と
し
た
場
合
、
自
己
負
担
額
は
三

割
で
す
の
で
七
三
万
五
千
円
。
こ

の
他
、
食
事
代
、
室
料
差
額
、
お

む
つ
代
、
寝
間
着
代
等
（
二
六
万

八
千
円
と
仮
定
）
が
か
か
り
ま
す

が
、
保
険
診
療
で
は
あ
り
ま
せ
ん

の
で
全
額
自
己
負
担
と
な
り
ま
す
。

　

入
院
に
よ
り
負
担
す
る
保
険
診

療
部
分
の
医
療
費
を
、
一
般
の
場

合
と
上
位
所
得
者
の
場
合
に
分
け
、

さ
ら
に
一
カ
月
以
内
で
退
院
し
た

入
院
加
療
な
ど
し
た
と
き

高
額
療
養
費
の
請
求
を



3─６月号

場
合
と
二
カ
月
に
及
ん
だ
場
合
と

に
分
け
て
比
較
す
る
と
、
資
料
２

の
と
お
り
七
万
五
千
円
弱
の
差
額

が
生
じ
ま
す
。

高
額
介
護
合
算
療
養
費

　

同
一
世
帯
、
か
つ
、
同
一
医
療
保

険
の
加
入
者
に
つ
い
て
、
八
月
一
日

か
ら
翌
年
七
月
三
十
一
日
ま
で
の
一

年
間
に
か
か
っ
た
医
療
保
険
と
介
護

保
険
の
自
己
負
担
額
（
医
療
費
と
介

護
サ
ー
ビ
ス
費
）
の
合
計
が
、
年
間

の
負
担
限
度
額
を
超
え
た
場
合
に
は

高
額
介
護
合
算
療
養
費
が
支
給
さ
れ

ま
す
。

　

高
額
介
護
合
算
療
養
費
は
、
医
療

費
の
み
で
ま
た
は
介
護
サ
ー
ビ
ス
費

等
の
み
で
限
度
額
を
超
え
た
場
合
は

対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

　

高
額
介
護
合
算
療
養
費
の
支
給
要

件
に
該
当
す
る
人
は
、
市
区
町
村
が

発
行
し
た
自
己
負
担
額
証
明
書
を
添

付
し
て
、「
健
康
保
険
高
額
介
護
合

算
療
養
費
支
給
申
請
書
兼
自
己
負
担

額
証
明
書
交
付
申
請
書
」
を
保
険
者

に
提
出
し
ま
す
。

　

参
考
ま
で
に
、
厚
生
労
働
省
が
発

表
し
て
い
る
自
己
負
担
限
度
額
設
定

額
（
資
料
３
）
を
掲
げ
ま
す
。

資料１　１カ月あたりの自己負担限度額
（1）70 歳未満
上位所得者（標準報酬月額53万円以上の人） 150,000円＋（医療費－500,000円）×1％　［83,400円］
一　般   80,100円＋（医療費－267,000円）×1％　［44,400円］
低所得者（住民税非課税） 35,400円　［24,600円］
（2）70 歳以上 75 歳未満

区　　分 個人単位（外来のみ） 世帯単位（外来＋入院）
現役並み所得者
（標準報酬月額28万円以上の人） 44,400円 80,100円＋（医療費－267,000円）×1％

［44,400円］
一　般 12,000円 44,400円
低所得者Ⅱ（住民税非課税） 8,000円 24,600円
低所得者Ⅰ（年金収入80万円以下等） 8,000円 15,000円
＊ 1　［　］内の金額は、多数該当の場合の金額で、定額となります。
＊ 2　低所得の判定については、７月１日以降に受ける医療から、当該年度の市町村民税課税状況により判断されます。
＊３　75 歳以上を対象にした後期高齢者医療制度における自己負担限度額も 70 歳以上の区分と同額となります。

資料２
入院日数 総医療費 自己負担額 日用品等の実費

入院が１カ月の場合 28日 2,450,000円 735,000円
268,000円同２カ月に及んだ場合 入院月（23日）

翌　月（ 5 日）
2,191,400円
258,600円

657,420円
77,580円

一般の場合 上位所得者の場合
同一月
内の場
合

自己負担限度額　101,930円
　80,100円＋（2,450,000円－267,000円）×１％
　=101,930円

自己負担限度額　169,500円
　150,000円＋（2,450,000円－500,000円）×1％
　＝169,500円

２月に
またが
った場
合

自己負担限度額　（①＋②）　176,924円
①入院月
　80,100円＋（2,191,400円－267,000円）×1％
　=99,344円
②翌月
　258,600円×0.3=77,580円
　（高額療養費に不該当、医療費の３割を負担）

自己負担限度額　（①＋②）　244,494円
①入院月
　150,000円＋（2,191,400円－500,000円）×1％
　＝166,914円
②翌月
　258,600円×0.3=77,580円
　（同左）

差　額 74,994円 74,994円

資料３　高額介護合算療養費（自己負担限度額設定額）
健康保険＋介護保険
（70歳未満がいる世帯）

健康保険＋介護保険
（70歳～ 74歳のみの世帯）

後期高齢者医療制度
＋介護保険

現役並み所得者（上位所得者） 126万円 67万円 67万円
一般 67万円 56万円 56万円
低所得者Ⅱ 34万円 31万円 31万円
低所得者Ⅰ 19万円 19万円



６月号─4

　賃金を時給制で支払っている場合の賃
金日額はどのように算出するのですか。

　賃金が時給で支払われる週所定労働時
間が30時間以上の一般被保険者にかかる
雇用保険の賃金日額は、次のいずれか高い
方で計算された金額となります。
⑴　原則的な計算方法
　　被保険者期間として計算された最後の
６カ月に支払われた賃金（臨時に支払わ
れる賃金及び年３回以下の賞与等を除
く）の総額を180で割った額

⑵　最低保障による計算方法
①　賃金が日給、時間給、出来高払制その
他の請負制によって定められている場合

　…最後の６カ月間に支払われた賃金総額
を、その６カ月間の労働日数で割った額
の70％相当額（労働日数が125日以下
の場合は、原則的な方法により計算する

と賃金日額が低くなるため、最低保障に
よる計算方法が定められています）
②　賃金の一部（たとえば通勤手当、扶養
手当等）が、月給、週給その他一定の期
間によって定められている場合
　…月給、週給等で支払われているものの
総額をその期間の総日数（賃金の一部が
月給制の場合は、１カ月を30日として
計算）で割った額と①の合計額
　ハローワークに提出する「雇用保険被保
険者離職証明書」の⑫賃金額欄を記入する
場合、月給で支払われるものはＡ欄に、日
給、時間給で支払われるものはＢ欄になり
ます。したがって、基本給は時給制ですの
でＢ欄に、通勤手当などの諸手当が月給で
支払われている場合はＡ欄に記入すること
となります。その合計額が賃金額です。
　なお、週所定労働時間が30時間未満で
ある短時間就労者については、前記⑵最低
保障による方法は適用されず、⑴原則的な
方法で計算した額が賃金日額となりますの
で、金額はかなり低くなることがあります。

　仕事中にケガをし、その治療のため休職
している労働者（正規労働者だけでなく、
パート等の短時間労働者も含む）が、治療
のために退職することになった場合、その
ケガが治る（創面が治ゆした状態）まで引
き続き労災保険から療養補償給付が、また
休業補償給付についても、そのケガの治療
のため就労できず賃金を受けられない状態
にあれば給付は行われます（通勤災害も同
じ）。
　これは、労災保険法において、「保険給
付を受ける権利は、労働者の退職（解雇、
自己都合、労働契約期間の満了、定年退職
等理由は問われない）によって変更される
ことはない」と定められているからです。
　退職後、自宅近くの病院等で治療を受け
たいときは、「指定病院等変更届」を、変
更後の病院等を経由して、所轄労働基準監
督署長に提出すれば、変更後の病院等で引
き続き治療は受けられます。

　
労
働
者
を
日
給
制
（
一
日
単
位
で

定
め
ら
れ
た
賃
金
）
で
働
か
せ
る
場

合
で
も
、
法
定
労
働
時
間
（
週
四
〇

時
間
、
一
日
八
時
間
）
を
超
え
て
労

働
を
さ
せ
た
場
合
に
は
、
割
増
賃
金

を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
こ
の
場
合
の
割
増
賃
金
の
基
礎
と

な
る
一
時
間
当
た
り
の
額
は
、
一
日

の
支
給
額
を
一
日
の
所
定
労
働
時
間

数
（
変
形
労
働
時
間
制
を
導
入
し
て

い
る
場
合
や
日
に
よ
っ
て
労
働
時
間

が
異
な
る
場
合
（
た
と
え
ば
土
曜
日

四
時
間
、
そ
れ
以
外
の
平
日
は
八
時

間
で
あ
る
場
合
等
）
は
、
一
週
間
に

お
け
る
一
日
の
平
均
所
定
労
働
時
間

数
）
で
割
っ
た
金
額
で
す
。

　
な
お
、
一
日
の
所
定
労
働
時
間
が

六
時
間
で
あ
る
場
合
は
、
所
定
外
労

働
時
間
（
所
定
労
働
時
間
か
ら
法
定

労
働
時
間
に
達
す
る
ま
で
の
二
時

間
）
に
つ
い
て
は
、
賃
金
を
割
増
す

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

Q

A

時給制の賃金日額の求め方

退職後の保険給付
日
給
労
働
者
の
割
増
賃
金


